別記第２号様式                                                      
	入札参加資格確認資料
　　　　　　　　　　　　　 　　商号又は名称　　　　　　　　　　


	①民事再生手続開始又は会社更生手続開始の申立ての有無

【※公募公告２(１)ウ関係】


該当する□に印を付する

こと。(以下同じ)
	□民事再生手続開始又は会社更生手続開始の申立てがなされている。

□上記に該当するが、再生計画認可又は更生計画認可の決定を受けている。

□いずれの申立てもなされていない。

	②暴力団員等との関係状況

【※公募公告２(1）エ関係】

	□愛媛県暴力団排除条例に定める暴力団員等（以下「暴力団員等」という。）である。

□暴力団員等でなくなった日から５年を経過しない者である。

□暴力団員等又は暴力団員等でなくなった日から５年を経過しない者が事業活動を支配する者である。

□上記のいずれにも該当しない。

	③資本関係又は人的関係のある建設コンサルタント会社の有無

【※公募公告２(１)オ関係】
	□あり　　※「あり」の場合は、「資本関係及び人的関係に係る状況届」（別記第２-1号様式）を併せて提出すること。）

□なし

	備　　　考
	


別記第２―１号様式                                                    
資本関係及び人的関係に係る状況届

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　
１　資本関係に係る事項

(1) 会社法第２条第４号の親会社

	商号又は名称
	本店所在地
	許可番号

	
	
	

	
	
	


(2) 会社法第２条第３号の子会社

	商号又は名称
	本店所在地
	許可番号

	
	
	

	
	
	


(3) 会社法第２条第４号の親会社を同一とする子会社の関係を有する会社

	商号又は名称
	本店所在地
	許可番号

	
	
	

	
	
	


２　人的関係に係る事項

	他社と兼任している役員等
	兼任先及び兼任先での役職

	役職
	氏名
	商号又は名称
	許可番号
	役職

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注１　該当がない場合は、本様式（別記第２―１号様式）の提出は必要ない。

２　「２　人的関係に係る事項」については、役員及び民事再生法第64条第２項又は会社更生法第67条第１項の規定により選任された管財人について記入すること。


